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②提案内容

①提案によって解決することができる課題のイメージ

・現在、空き家空き地が課題となる供給過多の不動産マーケットにおいて、遊休化した公共不動産活用や低稼働の公共施設の有効活用を、多くの市町村等の地方公共団体は単独で手掛けている状況です。都道
府県において市町村をサポートする動きも見られますが、限られた政策目的であったり一時的なものであったりと、有効な都道府県の関わり方はまだ模索が続いているところと思います。

・「公共不動産データベース(公共DB)」は現在約340の地方公共団体等が登録し、これまでリーチできなかった地域・業種の民間への情報発信に有効であるとご評価を頂いています。しかし都道府県単位で見ると公
共DB活用状況には濃淡があり、また登録物件の偏りがあることなどから、都道府県内のまとまった広域エリアに関心を持った民間企業の活用ニーズを逃している恐れがあります。

・都道府県から、公共DBを用いた市町村の情報発信の有効化・効率化を促し、市町村への有効な情報提供や研修機会の提供を図ることで、上記課題の解決及び公共不動産活用の促進に寄与することができます。
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■「公共不動産データベース」の活用

メールアドレス：kamata@realpublicestate.jp

「公共不動産データベース」を個々の市町村が活用するだけでなく、都道府県内のまとまったエリアにおいて集中的な物件掲載・情報発信等を活発にすることで、広域エリアに関心
を持った民間企業の活用ニーズを捉えたり、市町村の取り組みの効率性を高めたりなど、都道府県による広域エリアでの公共不動産利活用の促進に寄与します。

SS-05

都道府県による広域エリアでの公共不動産利活用の促進

■今回シーズ提案する取り組みの概要

【先進性】

・都道府県の市町村支援において、民間サービス活用による情報
発信と広域エリアにフォーカスした取り組み、特に公共DBのよう
に、物件カテゴリー・活用内容・契約形態・進捗状況などを幅広
くシームレスに取り扱う特性を活かした取り組みは見当たらない。

【有効性】 【汎用性】

・地方自治体が単独独自に行っている公共不動産活用の情報発
信を、基礎的な研修の実施と一定フォーマットの活用により、市
町村職員の業務効率向上に寄与可能。広域エリアにフォーカス
する取り組み効果は、今回提案の実施により検証したい。

・都道府県・広域エリアごとの特徴を捉えながらローカライズする必
要は想定されるものの、今後ますます人材不足が見込まれる中
で、公共不動産利活用を進める市町村をサポートする都道府県
の有効な関わり方のひとつのモデルとなると見込まれる。

【対象施設】 道路 / 橋梁 / 公園 / 上下水道 / 河川 / 港湾 / 遊休施設 / その他（現役公共施設の活用可能空間）

【事業方式】 コンセッション / その他のPFI / 包括的民間委託  / その他（公的不動産利活用事業）

【テ  ー  マ】 戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制の確保  / スモールコンセッションの推進 / グリーン社会の実現 / その他（ ）

【対応ニーズ番号】 無

・これまでリーチできなかった地域・業種の公共不動産
活用に関心のある民間会員に向けて、公共不動産
利活用に関する自治体ニーズを届けることができます。
一般会員は無料にて登録・閲覧・検索が可能です。

・掲載をきっかけに事業化に結びつく例も出ています。

・主な自治体ニーズ｜統廃合により生まれた遊休不
動産利活用／低稼働の公共施設の有効活用／公
民連携による公共施設整備運営事業／公有地の
売却・賃貸借などを推進する全国様々な官公庁・
地方自治体・公的団体。

・登録対象物件｜廃校・廃園／公園・道路・水辺／
文化施設・スポーツ施設／庁舎・行政施設／住宅
／歴史的建築物／その他、全部一部に関わらず民
間活用が可能な場所ならシームレスに登録・閲覧・
検索可能。
また、活用内容・契約形態・進捗状況なども幅広く
利用可能。活用の方向性を探るためのサウンディング
や民間対話中の案件でも積極的に活用されていま
す。

・採択する都道府県の部門・所管する政
策テーマにより内容・対象は変化しますが、
基本的に以下の取り組みをもとに実施す
ることを想定しています。

・都道府県下の市町村等（公共DB会員
ではない自治体・公的団体も含む）に
向け、公共不動産利活用を進めるにあ
たっての基礎的な研修、公共DB活用支
援、定期的な情報提供等を実施する。

・協調して、都道府県・市町村・その他公
的団体が所管する当該エリア内の活用
可能物件の集中的な登録・公開を促す
（入力等のサポート可能）。

・Webサイトや民間会員へのメール等により、
対象都道府県の集中的な情報発信を
実施（具体的な方法は都度工夫）。

・個別案件への対応も必要に応じて対応
可能（ただし条件等要相談）



令和７年度民間提案型官民連携モデリング事業 シーズ提案書（民間事業者） SS-05【対応ニーズ番号】 無

公共R不動産（株式会社オープン・エー）

都道府県による広域エリアでの公共不動産利活用の促進
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